
　１．はじめに

　日本ではカーナビゲーションの出荷が年間１５０万

台を超え、累計で５００万台以上と見込まれている。

　車の機能部品はほとんど電子機器に占領されてい

るが、情報分野でも同じで、時計、ラジオ、ステレ

オ、ＣＤ、ＭＤ、電話、そしてカーナビゲーション

が著しい普及を示している。表示内容も、簡単な情

報から複雑・多情報化へと変遷している。なかでも

カーナビゲーションはFig.1のごとく幅広い年齢層

に普及を示しており、ドライバに役立つ商品として、

しっかり定着してきたといえる。

　カーナビゲーションは、単なる現在地表示、目的

地までの経路誘導装置、ＴＶ放送の受像機としてだ

けでなく、インターネット接続など、高機能な情報

提供装置に変貌しつつある。

　日産自動車のコンパスリンク、ホンダのｉｎｔｅｒｎａｖｉ、

トヨタのＭＯＮＥＴなどがその例である。更に、最近、

新聞では「郵政省、通産省などＩＴＳ（Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｔ 

Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ Ｓｙｓｔｅｍｓ：高度道路交通システム）関連五

省庁はＮＴＴやトヨタ自動車とカーナビゲーション

とインターネットを組み合わせ、渋滞解消や自動車

内での電子商取引を実現するシステムの開発に乗り

出す」ことが報道された（２０００年４月２４日日経：当

時の省庁名、数）。ＩＴＳの一環で高速通信が可能な

次世代携帯電話やデジタル放送の受信機をカーナビ
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ゲーションに組み込み、特定地域の交通情報や音楽

ソフトの配信、ホテルの予約、宅配便の集荷・配達

情報の送受信、といった個人・企業向けのサービス

が、車内で出来るようにするというものである。ま

たカーナビゲーションと電話を組み合わせ、衝突や

故障時に救援を呼ぶメーデーシステムへの展開、衝

突警報装置やＡＣＣ（Ａｄａｐｔｉｖｅ Ｃｒｕｉｓｅ Ｃｏｎｔｒｏｌ：定速

・定車間距離走行装置）などのＩＴＳシステムの、車

載表示器としてもカーナビゲーションが期待されて

いる。このように多岐にわたり活発に開発が進めら

れている状況であるが、一方これら情報提供サービ

スと仕組みなどを整理してゆく活動も、並行して実

施されている２）。

　カーナビゲーションは、運転中の本来の運転動作

から注意が逸らされることから、携帯電話より少な

いながらも、平成１０年度に交通人身事故が１４６件、負

傷者数２１４人に上っている３）。警察庁は「自動車又

は原動機付き自転車の運転者は、走行中に携帯電話

などの無線通話装置を通話のために使用したり、カ

ーナビゲーション装置などの画像表示装置の画像を

注視したりしてはいけません」という警告を発表し、

それに伴い道路交通法を改正、平成１１年１１月に施行、

平成１２年４月より義務化された。また運輸省交通安

全公害研究所の実験４）等をもとに、運輸省は平成１０

年１１月にカーナビゲーションの使用上の注意事項を

発表している。ここでは画面注視時間は１秒以内に

するよう、また表示パネルはセンターパネルの上部

付近に取り付けるよう指導している５）。

　本稿では、利便性が高いが、走行中使用の機器と

しては問題を抱えていると考えられる、カーナビゲ

ーションの、将来の発展に向け、世界が出している

安全性向上の知恵の歴史と現状を、ＨＭＩ（Ｈｕｍａｎ-

Ｍａｃｈｉｎｅ Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ）の観点から報告する。

　２．カーナビゲーションの歴史と動向

　２－１　日本の状況

　日本で発達したカーナビゲーションの技術は、

１９８０年の導入された「電子コンパス」と１９８２年に搭

載された「ナビコン」に始まる。電子コンパスは、

天井部分に設置された地磁気センサで計測された方

位を、表示するもので市販の磁石式を電子化したも

のである。ナビコンは目的地の、出発地から東西方

向に何ｋｍ南北方向に何ｋｍという距離を地図を参照

して入力、上記地磁気センサで計測された方位とス

ピードメータ用車速センサで計測された距離から推

測航法を行い、逐次目的地方位と残距離を表示する

装置であった。

　しかし地磁気は弱く、地形や車両自身や周辺の磁

性体の着磁状況で誤差が発生し、その結果得られる

推測位置の精度は、必ずしも良いもので無かった。

その後地図データベースを搭載したカーナビゲーシ

ョンが出現したが、初期はナビコンと同じ原理の推

測航法を行ったため精度が悪く実用性は不充分であ

った。

　現在ジャイロを使った角度・角速度測定精度の向

上、ＧＰＳ（Ｇｌｏｂａｌ Ｐｏｓｉｔｉｏｎｉｎｇ Ｓｙｓｔｅｍ：全地球衛星

測位システム）というＮａｖｓｔａｒ衛星を使った位置標

定システム、地図データベースの充実、マップマッ

チング技術の向上、により商品性上問題の無いレベ

ルまで精度向上がなされてきた。またＤｉｆｆｅｒｅｎｔｉａｌ 

ＧＰＳの導入、２０００年５月に米軍により実施されたＧ

ＰＳの位置精度向上も見逃せない。

　一方コンテンツ面では、１９９６年にＶＩＣＳ（Ｖｅｈｉｃｌｅ 

Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ Ｓｙｓｔｅｍ：道路交通

情報通信システム）が設立され、渋滞情報など交通

情報が電波ビーコン、光ビーコン、ＦＭ多重放送で

提供され始めた。１９９９年末にはＶＩＣＳ受信装置は累

計１６０万台の売れ行きを示しており、渋滞回避とい

うドライバのニーズの高さがうかがえる。またこの

種の渋滞情報提供は、ドライバに役立つだけでなく、

交通管制面からも渋滞を散らせる効果があり期待さ

れている。

　表示装置には、当初ＣＲＴ（Ｃａｔｈｏｄｅ -  Ｒａｙ Ｔｕｂｅ）

を使っていたが、薄型軽量化のためＴＦＴ（Ｔｈｉｎ Ｆｉｌｍ 

Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ：液晶の一種）スクリーンを使ったもの

に変わり、視認性／操作性向上も継続的に続けられ

ている。

　このように車載器として、順調に伸びてきたカー

ナビゲーションであるが、今後パーソナルコンピュ

ータにＧＰＳと地図機能を搭載したパソコンＧＰＳやモ

バイルナビが一隅を占めてくる６）ものと思われ、こ

Ｓｅｐ.，２００１ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２６，Ｎｏ．４ （　）７
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れらは車のシステムと繋がらないため、安全性のた

めの制約、例えば後述のTable 7に記載の、自工会ガ

イドライン中の走行中の制約事項や、前記警察庁と

運輸省の法令・指導が有効に機能しなくなる可能性

が出てきている。これら新世代ナビゲーションをど

う制約してゆくかは、今後の重要課題の一つである。

　２－２　欧米の状況

　欧州では、当初日本製カーナビゲーションの進出

に身構え、官民あげての猛反対が起こった。原因は

日本と日本製品への反発だけでなく、欧州のＰＲＯＭ

ＥＴＨＥＵＳ（ＰＲＯｇｒａＭｍｅ ｆｏｒ ａ Ｅｕｒｏｐｅａｎ Ｔｒａｆｆｉｃ 

ｗｉｔｈ Ｈｉｇｈｅｓｔ Ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ ａｎｄ Ｕｎｐｒｅｃｅｄｅｎｔｅｄ Ｓａｆｅｔｙ）

やＤＲＩＶＥ（Ｄｅｄｉｃａｔｅｄ Ｒｏａｄ Ｉｎｆｒａｓｔｒｕｃｔｕｒｅ ｆｏｒ 

Ｖｅｈｉｃｌｅ ｓａｆｅｔｙ ｉｎ Ｅｕｒｏｐｅ）Ⅱなどプロジェクトがカ

ーナビゲーションなど先進的システムを早期に開発

したにもかかわらず製品化が遅く、カーラジオの表

示器に略号で交通情報を表示させるＲＤＳ（Ｒａｄｉｏ 

Ｄａｔａ Ｓｙｓｔｅｍ）や、簡単な交通情報をＬＥＤなどで表

示させるＴｒａｆｆｉｃ Ｍａｓｔｅｒ程度しか対応できるものが

無かったからであろう。筆者もたびたび欧州の関係

者から「日本人は走りながらＴＶを見ているそうだが

好きだね」と皮肉られたものである。

　現在欧州車には、日本製のカーナビゲーションま

たは同レベルのカーナビゲーションが続々登場・普

及を始めており、カーメーカー標準搭載とアフタマ

ーケット品を併せ、累計３５万台程度、装着率は３％

を超えると推測されている。なかでもドイツでは増

加が著しく、日本を急追している。Table 1は、欧州

の代表的デジタル地図データベースの一社である

Ｔｅｌｅ Ａｔｌａｓの採用状況を示している。当初カーナビ

ゲーションを声高に反対していた人が賛成にまわっ

ているのが注目できる。この変化の原因は日本で急

速に普及するきっかけになった、音声による案内追

加で安全面が向上（画面を見なくても誘導してもら

える）し、表示技術がすすみ、わかりやすくなった

ため、また交通情報が役に立つことが分かってきた

ためであろう。

　米国ではＩＶＨＳ（Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｔ Ｖｅｈｉｃｌｅ ａｎｄ Ｈｉｇｈｗａｙ 

Ｓｙｓｔｅｍｓ：現在のＩＴＳ Ａｍｅｒｉｃａ）の旗の下に、ＩＳＴＥＡ

（Ｉｎｔｅｒｍｏｄａｌ Ｓｕｒｆａｃｅ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔａｔｉｏｎ Ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ 

Ａｃｔ）という法律で裏打ちされた連邦予算を使って、

多くのプロジェクトが推進されたが、その中にいく

つかカーナビゲーションを使ったプロジェクトがあ

った。その後日本のメーカーのカーナビゲーション

の進出や米国運輸省の走行時の仕様に対する不快感

表明などがあり、現在州によってはカーナビゲーシ

ョンが規制されている。日本の輸出車や米国国産車

のカーメーカー標準搭載と、アフタマーケット品な

ど含めカーナビゲーションは普及を始め、正確な統

計は入手していないが累計５０万台程度が搭載されて

いると思われる。

　私見では、日本では町名、番地表示のため目的地

はゾーンで示され、道路標識に頼ると目的地に到達

しにくいが（京都市は道路で表示されるので分かり

やすい）、米国では縦横に走る道路網が整備され、

案内が道路の交点や明記された番地で行われるため、

目的地に到達しやすく、日本式の地図ナビを必要と

する機会はさほど多くない（地図を見ながら走る楽

しみは別問題、日本人は地図が好きと欧米人は言

う）。現に米国のレンタカー店に設置されているナ

ビゲーションはコンピュータに目的地をセットする

と「Ｘマイル走ったらＹという道を右折しろ」とい

うようなコンピュータリストが出てくる仕組み（タ

ーンリストという）になっており、この方式の車載

化で十分なところが多い。欧州では、道路表記など

うまく表示され比較的目的地に到達しやすいが、縦

横に交差する道路の乗り換え、入ると何処から出た

らよいか分からなくなる交差点（Ｒｕｎａｂｏｕｔと呼ぶ、

凱旋門や隣のポートマイヨを想像してください）な

ど、ナビゲーションが役に立つ機会が多い。

　２－３　日本メーカーのカーナビゲーションの

　　　　　欧米仕様

　日本メーカー製カーナビゲーションの、欧米仕様

は、日本仕様にはいくつか異なる点がある。

　日本仕様にあって欧米仕様にないものの例として、

・一般道レーン案内

・イエローページ（電話番号）ベースの目的地検索

・交差点拡大図の中のランドマーク（コンビニ等）、

カーブ、合流、踏切案内
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などがある。これらの差はデータベースの整備が日

本では進んでいるためである。

　欧米仕様にあって日本仕様にないものの例として、

・ターンリストによる案内（米国）

・矢印による案内（米国、欧州）

・番地入力から行う住所検索、日本は県指定から

（米国、欧州）

・操作画面・音声認識・音声案内とも英・独・仏・

伊・蘭・西の六カ国語が選択可能（欧州）

・距離はメートル法とマイル－ヤード法の選択可能

（欧州）

などがある。

　これらの差のうち、ターンリストによる案内と矢

印による案内（ターン・バイ・ターン表示という）

の二つは、後述のＨＡＲＤＩＥのガイドラインでも出

てくるが、日本と欧米の大きな考え方の差異である。

日本でカーナビゲーションというと５～８インチ程

度のＴＦＴスクリーンをイメージするが、欧州では

メータ内や小型ディスプレイを使ったターン・バイ・

ターン表示が多い。また目的地設定で欧米では比較

的住所と郵便番号が使われるようである。

　欧米車と日本車のカーナビゲーションの仕様の違

いは、

・欧米車には走行中の操作規制がないものがある

・日本車はタッチスイッチが、欧米車はロータリス

イッチが多い

などである。Fig.2に欧州製カーナビゲーションの

例であるＣＡＲＩＮ（商品名Ｃａｒ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｎａｖ-

ｉｇａｔｉｏｎ Ｓｙｓｔｅｍ）を紹介する。上記のような仕様の

差はあるが日本的なカーナビゲーションに育ってい

る。

　３．国際標準化動向と日本の対応

　カーナビゲーションの分野の国際標準化を司るの

は主としてＩＳＯ（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ ｆｏｒ 

Ｓｔａｎｄａｒｄｉｚａｔｉｏｎ）である。本章ではその内容と欧州、

米国、日本の経緯、背景を説明する。更に欧州委員

会、自動車工業会、などの関連標準について紹介す

る。

　３－１　ＩＳＯ／ＴＣ２０４をめぐる標準化

　ＩＴＳ分野の国際標準化機関には、ＩＴＵ（Ｉｎｔｅｒ-

ｎａｔｉｏｎａｌ Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ Ｕｎｉｏｎ：国際電気通信

連合）、ＩＥＣ（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｅｌｅｃｔｒｏｔｅｃｈｎｉｃａｌ Ｃｏｍ-

ｍｉｓｓｉｏｎ：国際電気標準会議）、などいくつかあるが

主はＩＳＯ／ＴＣ２０４“Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｃｏｎ-

ｔｒｏｌ Ｓｙｓｔｅｍｓ”である。現在ＩＳＯ／ＴＣ２０４にはＷＧ１

“Ｓｙｓｔｅｍ Ａｒｃｈｉｔｅｃｔｕｒｅ”から、ＷＧ１１“Ｒｏｕｔｅ Ｇｕｉｄ-

ａｎｃｅ ＆ Ｎａｖｉｇａｔｉｏｎ Ｓｙｓｔｅｍ”を含む、ＷＧ１６“Ｗｉｄｅ 

Ａｒｅａ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ”まで全１２の作業部会から構

成されている。また本稿の関連ではＩＳＯ／ＴＣ２２／

ＳＣ１３／ＷＧ８“ＴＩＣＳ（Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ａｎｄ 

Ｃｏｎｔｒｏｌ Ｓｙｓｔｅｍｓ：ＩＴＳを意味するＩＳＯ用語）ｏｎ-

ｂｏａｒｄ ＭＭＩ（Ｍａｎ-Ｍａｃｈｉｎｅ Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ）”と１９９８年閉

会になったがＩＳＯ／ＴＣ２０４／ＷＧ１３“Ｈｕｍａｎ Ｆａｃｔｏｒｓ 

ａｎｄ ＭＭＩ”がある。この歴史的経緯を含め以下で内

容を紹介する。なお今後ＩＳＯ／ＴＣ１５９“Ｅｒｇｏｎｏｍｉｃｓ”

やＩＳＯ／ＴＣ２２／ＳＣ１３／ＷＧ５“Ｓｙｍｂｏｌｓ”などの活

動との連携が必要と考えられる。

　世の中のＩＴＳ分野の幕開けと時を同じくして、開

発と同時に標準化を行うという、日米欧の活動が始

まったのは１９９３年である。１９９３年４月に第１回ＩＳＯ

／ＴＣ２０４が開催された。日本でも当初より関連五省

庁の指導のもとにＴＣ２０４国内対策委員会（現ＴＣ２０４

国内委員会）が発足した。このうちＩＳＯ／ＴＣ２０４／

ＷＧ１３対応国内分科会は、自動車技術会ヒューマン

インタフェース分科会（発足時ＭＭＩ分科会と称した。

分科会長は９８年度まで筆者が担当）として官、民の

研究機関・関連機関、自動車会社、電機会社の委員

（現在２０名）にて構成され１９９３年９月に活動を開始し、

同年１０月に第１回作業部会ＷＧ１３がシアトルにて開

催された。

　一方欧州では１９９２年に欧州標準化委員会（Ｃｏｍｉｔ ｅ́ 

  Ｅｕｒｏｐ ｅ́  ｅｎ ｄｅ Ｎｏｒｍａｌｉｓａｔｉｏｎ；ＣＥＮ）にＣＥＮ／ＴＣ２７８

／ＷＧ１０が発足、次世代の道路交通システムのヒュ

ーマンファクタ標準化について検討を開始した。

１９９３年１月に筆者は、終焉間近のＣＥＮ／ＴＣ２７８／

ＷＧ１０にオブザーバ参加したが、日米は全く欧州の

事情を知らず、また欧州は日米の動き、例えばカー

ナビゲーションの急速な普及を知らないことに驚い

た記憶がある。欧州にはＰＲＯＭＥＴＨＥＵＳやＤＲＩＶＥ 

Ⅱと呼ばれる、欧州独自のシステム開発をしていた
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Fig. 2　ＶＤＯフィリップス社　ＣＡＲＩＮの例



という自負心はあったが、このＷＧ１０は欧州のみで

固まっては国際の場から取り残されるという懸念か

ら、メンバー、議長、大部分のワークアイテムがそ

のままＩＳＯ／ＴＣ２２／ＳＣ１３に移行し、１９９４年１０月に

第１回ＩＳＯ／ＴＣ２２／ＳＣ１３／ＷＧ８が開かれた。筆

者は発足時よりＩＳＯ／ＴＣ２０４／ＷＧ１３とＩＳＯ／ＴＣ２２

／ＳＣ１３／ＷＧ８の日本代表エキスパートとして参加

している。これらＩＳＯ／ＴＣ２０４／ＷＧ１３とＩＳＯ／ＴＣ

２２／ＳＣ１３／ＷＧ８の対象とする領域は重複しており、

同趣旨の二つの作業部会に対して日本の対応がばら

ばらになることを防ぐため前述の自動車技術会ヒュ

ーマンインタフェース分科会が一括して対応するこ

とにした。

　しかしその後欧州勢のＩＳＯ／ＴＣ２０４／ＷＧ１３への

反発が強く活動が不活発であった。打開のためＩＳＯ

／ＴＣ２０４／ＷＧ１３はＩＳＯ／ＴＣ２２／ＳＣ１３／ＷＧ９とい

うダミーの作業部会を作ったりしたが果たせずＩＳＯ

／ＴＣ２２／ＳＣ１３／ＷＧ９は廃止され、１９９８年５月に

はＩＳＯ／ＴＣ２０４／ＷＧ１３自身も廃止が決定した。

　３－２　ＩＳＯ／ＴＣ２２／ＳＣ１３／ＷＧ８をめぐる標準化

　当初ＩＳＯ／ＴＣ２０４／ＷＧ１３で検討が始まった四テ

ーマは、Table 2の１～４である。このうち２～４

がＩＳＯ／ＴＣ２０４／ＷＧ１３廃止以後ＷＧ８で継続審議さ

れている。

　２の「カーナビゲーションのヒューマンファクタ」

は、米国が議長国で検討が進められた。当時の情勢

は、日本のカーナビゲーションが米国で発売が始ま

り、日本では特に自動車にカーメーカー純正品とし

て搭載されているカーナビゲーションは、後述の自

動車工業会のガイドラインで規制されているのに、

米国向けアフターマーケット品は規制がされていな

い、例えば走行中に目的地設定が出来る、というこ

とで米国運輸省から不快感が示され、テーマアップ

された。

　そこでＩＳＯ／ＴＣ２０４／ＷＧ１３の議長であったフォ

ード社のＥｕｇｅｎｅ Ｆａｒｂｅｒの指導のもとに、ＳＡＥ（Ｓｏ-

ｃｉｅｔｙ ｏｆ Ａｕｔｏｍｏｔｉｖｅ Ｅｎｇｉｎｅｅｒｓ：米国自動車技術会）

のＳａｆｅｔｙ ＆ Ｈｕｍａｎ Ｆａｃｔｏｒ小委員会が中心になって

まとめた。当時の内容の要点をTable 3に記す。

　これらのうち、「�地図表示」の内容の一部は、

当時日本で急速に普及しつつあった日本のカーナビ

ゲーションの主要機能を否定するものであるので、
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Table 2　ＩＳＯにおけるヒューマンインタフェース標準化テーマ

Table 3　米国提案のカーナビゲーションヒューマンファクタ
標準化案

ステータス担当内容ＴｉｔｌｅＮｏ．

米国ＴＩＣＳヒューマンファクタのデータベース作成ヒューマンファクタ文献集１

ＰＷＩ米国ヒューマンファクタからみた制約条件カーナビゲーションシステムのヒューマンファクタ２

（ＣＤ）米国ＡＣＣのヒューマンファクタからみた制約条件ドライバ－車システムのヒューマンファクタ３

ＣＤ日本多くのＴＩＣＳ表示の優先順位の付け方等インテグレーション４

ＴＲ，ＤＩＳイタリア表示器視認要件の要求値を提案する視覚情報表示Ⅰ，Ⅱ５

ＤＩＳ，ＷＤフランス音／音声の警告の要求値を提案する聴覚情報表示Ⅰ，Ⅱ６

ＤＩＳ，ＣＤ英国走行中表示の気付きやすさの試験条件を与える運転視認測定法Ⅰ，Ⅱ７

ＴＲ，ＤＩＳスウェーデン
ドライバの負担を小さくするような情報の与え
かたの推奨値提案

対話管理Ⅰ，Ⅱ８

ＣＤ英国走行中のＩＴＳ操作の要件運転中のＴＩＣＳの適合性９

ドイツ未定視覚メッセージの分かりやすい表示１０

スウェーデンＩＳＯ／ＴＣ２２／ＳＣ１３／ＷＧ５と共同作業音響シンボル（Ｅａｒｃｏｎ）１１

日本視覚、聴覚、触覚などの表示の原則を定める警告表示の統合化１２

注）ＰＷＩ：Ｐｒｅｌｉｍｉｎａｒｙ Ｗｏｒｋ Ｉｔｅｍ、ＮＰ：Ｎｅｗ Ｗｏｒｋ Ｉｔｅｍ Ｐｒｏｐｏｓａｌ、ＣＤ：Ｃｏｍｍｉｔｔｅｅ Ｄｒａｆｔ、

　　ＷＤ：Ｗｏｒｋｉｎｇ Ｄｒａｆｔ、ＤＩＳ：Ｄｒａｆｔ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｓｔａｎｄａｒｄ、ＴＲ：Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ Ｒｅｐｏｒｔ。

�走行中目的地入力は禁止。ただし、安全運転に甚だしい
影響を与えないのであれば、次の特性を持ったオプショ
ンは実行できる。

　・選択リストの呼び出し
　・五つ程度の目的地表示
　・二つ程度の目的地へのガイダンス
�地図表示
　・走行中簡略、固定スケール地図の表示
　・走行中の道路名表示なし
　・走行中地図表示は１０秒に限定
　・停車中はコンテンツとスケールに制限なし
�音声認識とコントロール
　・走行中の音声入力の負荷がどの程度か研究必要



我々は、後述の自動車工業会ガイドラインや刊行さ

れていた論文、カーナビゲーションで発生した事故

統計を元に反論、この案をつぶすことに成功した。

　この米国提案が出た根拠の一つは次項で紹介する

ＨＡＲＤＩＥのガイドラインである。欧州の考え方の

基本は「走行中は運転者に運転以外で悩ませない」

に尽きる。

　一方、運転者の負担を小さくするような情報操作

の標準を狙って、スウェーデンよりＤｉａｌｏｇ Ｍａｎ-

ａｇｅｍｅｎｔ（対話管理）が提案されＩＳＯ化の途上にあ

る。対話とはドライバと車・車載機器との表示・操

作のことを言う。Ｄｉａｌｏｇ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔは一般論を述

べたもので具体性はないが考え方の参考になるので

Table 4に一部ご紹介する。なお構成は要件とその

例から成る。

　この中で、優先度の決定は多くの情報が重なった

とき、人間の処理能力が限られるため、たいへん重

要な問題になる。そこで日本は、優先度の決定の標

準化案８）と、これに続くＩＴＳ機器の情報提供マネー

ジメント、を提案中である。これらの標準化案以外

にも、視覚／聴覚情報表示などにカーナビゲーショ

ンに関わる要件があるが、省略する。

　３－３　ＨＡＲＤＩＥのガイドライン

　前述のように、欧州では日米の情報が無いまま実

用化を探り、１９８０年代よりＲＴＴＴ（Ｒｏａｄ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ 

ａｎｄ Ｔｒａｆｆｉｃ Ｔｅｌｅｍａｔｉｃｓ。ＩＴＳと同じ意味で欧州に

て使われる）の研究がなされていた。その中のＤＲＩ

ＶＥⅡプロジェクトの成果の一つが通称ＨＡＲＤＩＥ

（Ｈａｒｍｏｎｉｚａｔｉｏｎ ｏｆ Ａｄｖａｎｃｅｄ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔａｔｉｏｎ 

Ｔｅｌｅｍａｔｉｃｓ Ｒｏａｄｓｉｄｅ ａｎｄ Ｄｒｉｖｅｒ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ｉｎ 

Ｅｕｒｏｐｅ）のガイドラインで１９９５年に刊行された。そ

の副題である「ルートガイダンスシステムおよびル

ートカーナビゲーションによる情報提示のためのヒ

ューマンファクタ設計ガイダンス」で分かるように

カーナビゲーションにおけるヒューマンインタフェ

ースの要件確立を目的としている。Table 5にＨＡＲＤＩ

Ｅのガイドラインに書かれている要件をいくつか紹

介する。

　このガイドラインは、欧州では認知されていたよ

うで、前述のように日本のカーナビゲーションが、

欧州に輸出されるということが喧伝された一時期、

前述のごとく欧州の政府、カーメーカーの一部から

地図ナビは許さないという発言がなされたのは記憶

に新しい。しかしこの意見は現在ではなりを潜め、

欧州カーメーカーは地図ナビを積極的に売っている
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Table 4　Ｄｉａｌｏｇ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ標準化案抜粋

�走行中の仕様適合性
運転との両立性
　○ TICSの操作や故障でドライバの主運転操作（ハンドル、ブレーキ）や二次
的操作（ヘッドランプやワイパー）に有害な悪影響を与えないこと。

　・ACCが故障した場合でも、安全に運行が続けられること。最悪でも、操
縦可能な状態で休止できること。

　○ TICS対話（ドライバと車の情報交換）用ディスプレイと制御装置は安全に、
かつ簡単に実行出来るよう設計・配置されていること。

　・ディスプレイは見やすく、聞きやすい位置に配置すること。

単純性
　○ TICS対話は誤解と誤操作を最小限に止めるように設計されていること。
　・従来の車両に使われている、見慣れたアイコンや記号、文章を使用する。
　○ TICS対話の設計においては、ドライバの物理的精神的努力を効果的に活
用し、また注意力の散漫状態を最小限に抑制できるよう目指すべきである。

　・経路案内は、交差点の音声案内により、視覚負担を最小化する。

タイミングと優先度
　○ 情報の流れは、十分に短く・簡単なグループに整理すること。
　・視覚情報はドライバが何度か目をやるだけで、理解できること。
　・地図上の文字は可能な限り避ける。
　○ メッセージやドライバの入力の優先順位は、TICSの中で一貫したもので
あること。

　・交差点の右左折指示は、交通情報より常に優先する。ACCの情報は衝突
防止システムの表示を妨げない。

　・衝突防止警報はドライバの注意を即座に引くものであること。

�TICS作業との適合性
一貫性
　○ 視覚情報は首尾一貫した位置と方位を用いて表示すること。
　・定期的に参照したり、確認する情報（ACC等）は、定められた場所や形
式で表示すること。

　○ 対話の入出力はシステムモードに関して一貫性があり、整合したものであ
ること。

　・メニュー上の一つの機能には常に同じキーを割り当てること。
　○ 情報提示は内容と特徴とに適切で、一致したものであること。
　・警報は色と内容により識別できること。

制御性
　○ 入力のフィードバックは利用者の期待に沿って実行されること。
　・ドライバが希望すれば即座にメニューを変更すること。
　○ ドライバの入力は一時停止でき、停止時点から再スタートできること。
　・経路案内の目的地設定は一定時間内に完了する必要は無い。
　○ 安全警告以外は表示情報の流れを制御できること。
　・経路案内の音声メッセージを何度も要求できること。

�ドライバとの適合性

自己記述性
　○ どの入力が目的のために必要かが明確であること。
　・メニューは使用できるオプションのみを表示すること。
　・ガイダンスは現在の案内について提供すること。
　○ 表示には理解しやすいよう、記号や信号、計器類、図表、専門用語だけを
使用すること。交通メッセージの用語は、道路環境で使われるものと同一
であること。

　・記号や絵文字は交通標識と一致していること。
　・「曲がれ」というメッセージはさまざまに解釈できるので、完全ではない。

ドライバの期待との一致
　○ 表示と制御は容易に理解し、適切な対応がとれる内容であること。
　○ 視覚的、心理的印象に合った形式とすること。
　○ 次々に変化する情報はアナログ的に表示すること。
　○ 一般的な記号や略語に基づいた、シンプルな語彙と構文にすること。
　○ ISO2575等、承認済みの規格を使用すること。
　○ 一般に認められた車両記号は、その機能のみに用いること。
　○ 人々の固定概念を考慮すること。
　○ 棒グラフは上に（右に）行くほど値が大きくなる。

エラー許容度
　○ 異なる入力の場合でも、ドライバの目的が達成されるよう支援すること。
　・ドライバが経路案内に従わない場合は、再計算すること。
　○ ドライバのどんな入力も、定義されていない状況や、故障を招かないよう
設計すること。



のが実情である。

　３－４　ＥＣ基本方針書

　ＥＣ（欧州委員会）はＥＣ Ｄｉｒｅｃｔｉｖｅなど強制規格の

発令でメーカにはおなじみの機関９）であるが、その

Ｄｉｒｅｃｔｏｒａｔｅ-Ｇｅｎｅｒａｌ ＸＩＩＩの下で活動、１９９８年末に

発表されたのが「車載情報および通信システム向け

のマンマシーンインタフェースに関するヨーロッパ

基本方針書」である。法規や標準ではないがメーカ

ーが使用することを推奨している。Table 6に要件

部分を抜粋して紹介した。内容的には独自性の高い

ものは見当たらないが、後述の自動車工業会のガイ

ドラインと同様、ポイントを押さえた内容になって

いる。なおＩＳＯ／ＴＣ２２／ＳＣ１３／ＷＧ８の欧州メン

バーが中心になって作成した。

　３－５　自動車工業会ガイドライン

　日本のカーメーカーの団体である、自動車工業会

が自主規制していた画像表示装置のガイドライン１０）

の、最新版（Ｖ．２．１）の要点をTable 7に示す。この

ガイドラインの根拠は、本書次論文である伊藤敏行

氏の「車載情報機器の安全性向上への自工会および

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．２６，Ｎｏ．４ 平成１３年９月（　）１２
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Table 5　ＨＡＲＤＩＥのガイドライン要件抜粋とコメント

Table 6　ＥＣ委員会基本方針書抜粋

正 誤 

○　車両現在地を示す 

Park 
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P
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R
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Fig. 3　電子地図画面での道路名の表記

Table 7　自動車工業会「画像表示装置の取り扱いについて」
抜粋
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車
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間
（
秒
） 
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車室内の情報を見る回数 

視認不可能 

あいまい領域 

視認可能 

Fig. 4　視認時間と視認回数による読み取り限界

・道路レイアウトの情報を略図で提供する。これは詳細地図を表示
すると、読み取り判断に時間を要する、という判断に基づく。日
本のカーナビゲーションは、交差点や高速道路で略図を使用可能
である。
・ガイダンスは簡単で段階を追った指示という形式で運転操作のた
びに与えること。
・運転中ドライバには希望するルートを把握するために複雑な情報
処理をさせることを期待してはならない。すなわちシステムはル
ートをハイライトで表示した地図を表示してはならない。この二
つは、日本のカーナビゲーションが否定されており、交差点に来た
ら右折か左折かまわる方向だけを指示する、所謂ターンリストお
よびターン・バイ・ターン表示のみを認めることを意味している。
・地図上に文字を入れることは出来るだけ避ける。文字が必要な時
出来る限り水平に表示する（Ｆｉｇ．３に例を示す）。これらは視認性
上の改善を目指しており、前半は画面のシンプルさの要求であり、
後半は、例えば、地図上右上がりの道路があったとき道路名がア
ルファベットで道路に沿って書かれると、アップライトというア
ルファベット表記に反するというもので、漢字のようなパターン
認識で読み取る日本の場合は、あまり問題にならない制約である。
いずれにしろ読み取りやすさの要件に他ならない。
・走行中に地図表示の仕様が必要なときは進行方向を上にする。こ
れはヘッディングアップと呼ばれる機能で日本のカーナビゲーシ
ョンでは通常使われている。
・音響メッセージは出来る限り簡単に。運転操作の方向だけが理想。
・ルートガイダンスシステムによって示される情報は道路上で示さ
れる情報と一貫性があること。

２．１．３　システムは運転者の注意をそらせたり、視覚的に楽しませ
たりするものであってはならない。

２．２．２　システムのどの部分も運転者の道路への視野を妨げてはな
らない。

２．２．３　システムは主要な運転作業に必要な車両操縦装置と表示装
置を妨げてはならない。

２．２．４　視覚的表示装置は、可能な限り運転者の通常の視線の近く
に配置するものとする。

２．３．１　視覚的に表示された情報は、運転者が運転に不利に影響し
ないほど短い数回の注視をすることでそれを理解すること
ができるものであること。

２．４．１　運転者はシステムと対話している間は必ず少なくとも片手
をハンドルにおくことが出来ること。

２．４．３　システムは長く、中断不可能な一連の対話を必要としては
ならない。

２．４．１０　安全性に関連しない動的な視覚情報を与えるシステムでは、
運転者に情報が与えられないモードに切り替えられること。

２．５．１　運転者の気を著しくそらす可能性のある運転に関連しない
視覚的情報（ＴＶ、ビデオ、自動的にスクロールする画像お
よび文字など）は、使用出来ないようにするか、車両が動い
ているときに運転者がそれを見ることが出来ないこと。

２．５．３　運転者が運転中に使用するように意図されていないシステ
ムの機能は、車両が動いている時に対話が出来ないように
なっているか、意図しない使用に対して分かりやすい警告
が行われていること。

３．　　画像表示装置の画面取付位置は、運転者アイポイントから俯
角３０度以内であること。

４．１　　地図表示・一定の縮尺以下の地図では細街路は表示しない。
４．２　　テレビ放送映像、ビデオ再生映像・走行中は、映像の表示を

禁止する。
４．３　　レストラン、ホテル等の内容紹介・走行中は表示を禁止する。
４．４　　動的情報表示・地図画面に渋滞情報などの動的情報を重畳す

る場合には画面全体の情報量を適正化する。
５．　　画像表示装置の走行中の操作について
　　　スイッチ操作は運転者が容易にできるものとし、長い注視を

伴うような煩雑な操作は禁止する。



各自動車会社の取り組み」を参照されたい。

　ＥＣ基本方針書、自工会のガイドライン、後述のＳ

ＡＥの提案、などの考え方に影響与えたＺｗａｈｌｅｎ１１）

による実験結果をFig.4にて紹介したい。縦軸が視

認時間で横軸が視認回数である。走行中表示を読み

取る際、このグラフの視認可能の領域に入るような

時間と回数で読み取れない表示は、使ってはいけな

いというものである。グレーゾーンで表現されてい

る個人差はもちろんあるが、１．２秒以上読み取りに

時間がかかるとドライバは不安になり、表示器から

前方に目を戻すし、たとえ小分けで何度か表示を見

ても、三回を超えると先に読んだ情報を忘れること

を表している。この結果は追試が必要と言われてい

るが、考え方は分かりやすい。

　なお３－４で紹介した基本方針書と自動車工業会

ガイドラインをまとめ、新ガイドラインにしようと

する動きが米国のＡＡＭ（Ａｌｌｉａｎｃｅ ｏｆ Ａｕｔｏｍｏｂｉｌｅ 

Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｅｒｓ）にある。

　３－６　ＩＳＯ／ＴＣ２０４／ＷＧ１１の活動

　ＩＳＯ／ＴＣ２０４／ＷＧ１１“Ｒｏｕｔｅ Ｇｕｉｄａｎｃｅ ＆ Ｎａｖｉｇａ-

ｔｉｏｎ Ｓｙｓｔｅｍ”では、カーナビゲーションシステムの

アーキテクチャやメッセージセット、センタ指示型

カーナビゲーションシステムなど、システムから見

た研究がされている。この活動では、ＨＭＩはＴＣ２０４

Ｓｅｐ.，２００１ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２６，Ｎｏ．４ （　）１３

カーナビゲーションの海外動向と国際標準化の動き ２３９

移動要求 目的地 
の選定 

経路の検討 出発日時 
の検討 

ルート 
の検証 

ルート 
維持・変更 

走行 
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車両 
の移動 

危険回避 

ループＡ 

ループＢ ループＣ ループＤ 

出発前／走行中 走　行　中 

Fig. 5　ドライバの行動プロセス
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Fig. 6　パラレルモデル



／ＷＧ１３の所管事項であったため、ほとんど検討さ

れていないが、本稿に関係したテーマが一部あり紹

介する１２）。

　その第一は、カーナビゲーションにおけるドライ

バの行動プロセス（Fig.5参照）で、移動要求に基づ

き目的地を設定し、状況に応じた経路を決定し、そ

の経路に沿って移動し、目的地に到達する過程で危

険状態を含む各種情報を得て必要な行動をする、を

記述化している。ここでは以下の四つのプロセスに

分解している。

①危険回避（ループＡ）

周囲の状況に応じた、ハンドル、ブレーキ、アクセ

ルなどの運転操作

②経路の維持（ループＢ）

自車位置の確認。分岐点等における適切な経路の選

択

③経路の検討（ループＣ）

運行の計画。交通状況、気象状況等に基づく走行経

路の見直し

④目的地の検討（ループＤ）

移動目的の見直し。交通状況、気象状況や目的地情

報等に起因する目的地の変更

　第二はリファレンスモデルで、前記ドライバの行

動に対して、カーナビゲーションの中で何が行われ

るかをヒューマンインタフェースを中心とした処理

と車両や道路・交通情報に関する処理を一つにまと

めている。Fig.6を参照されたい。

　３－７　標準化案：Ｎａｖｉｇａｔｉｏｎ Ｆｕｎｃｔｉｏｎ

　　　　　Ａｃｃｅｓｓｉｂｉｌｉｔｙ

　前記Table 3のカーナビゲーションヒューマンフ

ァクタを受けて、フォードの元電子部門であるビス

テオン社がリーダとなり、ミシガン大学交通研究所

の協力で提案されている内容を説明する。このＩＳＯ

提案は、米国内の基準であるＳＡＥ規格Ｊ２３６４として

の性格を持ち、ＳＡＥとしてはＲｅｃｏｍｍｅｎｄｅｄ Ｐｒａｃ-

ｔｉｃｅとして制定の準備がなされた１３）。しかし米国

運輸省の内容に対するクレームで審議中断状況にあ

る。

　この案の基本は、走行中の静的総操作時間（ｓｔａｔ-

ｉｃ Ｔｏｔａｌ Ｔａｓｋ Ｔｉｍｅ：以下ＴＴＴ）が１５秒以内のタス

クは許そうというもので、適用範囲はカーメーカー

が装備するカーナビゲーションとアフターマーケッ

トで搭載されたカーナビゲーションの両方である。

ドライバがシステムを操作をしようとして、前方か

ら視線をシステムに移す。そしてステアリングハン

ドルから手を放した時から、例えば目的地を入力を

する、しかし個人差はあるが、視線を前方から移し

て１秒を超えるとドライバは不安になり、目的地入

力装置から、手と目を離す、このプロセスを繰返し

て最後に入力を終え、ステアリングハンドルに手を

戻すのであるが、情報が画面に出ることを待つ時間

も含め、この操作プロセスの累計経過時間がＴＴＴで

ある。本来、この目的のためには、ドライバがシス

テムを操作をしようとして、前方から視線を逸らし

始めてから、タスクを完了するまでの間に、一連の

操作に要するシステム画面への脇見時間（Ｄｕｒａｔｉｏｎ 

ｏｆ Ｄｉｓｔｒａｃｔｉｏｎ：以下ＤＤ）の総和である総脇見時間

（Ｔｏｔａｌ Ｇｌａｎｃｅ Ｄｕｒａｔｉｏｎ ｏｆ Ｄｉｓｔｒａｃｔｉｏｎ：以下ＴＧＤＤ）

から決めるほうが直接的であるが、静止状態の実車

やモックアップで測定可能である点で、米国はＴＴ

Ｔを提案している。なおＤＤはFig.7１４）のごとく視認

時間と往きと戻りの移動時間を含んだ時間である。

　日本を中心に投げかけてきた問題点１５）は三つあ

り、ＴＴＴが本当にＴＧＤＤの代りになるのか、１５秒

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．２６，Ｎｏ．４ 平成１３年９月（　）１４
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Fig. 7　脇見時間



が妥当な時間か、ＴＴＴだけで規格は十分か、である。

　Fig.8は日本の準備したデータであるがＴＴＴとＴＧ

ＤＤ（Ｔｏｔａｌ Ｇｌａｎｃｅ Ｔｉｍｅと表記）の相関を表す。ＴＴ

ＴとＴＧＤＤの相関は良いとは言えない。しかし新た

に操作回数を要件に導入することによりＴＴＴとＴＧ

ＤＤの相関が良くなる１６）ことが確かめられている。

日本のエキスパートは根拠の不十分な１５秒ルール見

直しを含め改良提案をして、早期国際規格化を目指

してきたが、前述の米国運輸省のクレームを受け、

改良タイトル「Ｖｉｓｕａｌ Ｄｉｓｔｒａｃｔｉｏｎ」での成立を図る

ことにした。

　４．おわりに

　筆者は、前述の電子コンパスやナビコンを開発し、

市場に導入した。現在のカーナビゲーションと比較

すると、表示項目、操作もシンプルで、表示が簡単

なだけ運転中の負荷も少なかったが、利便性も少な

く、商品としては成功とは言えなかった。現在のカ

ーナビゲーションの性能、利便性、普及は隔世の感

がある。

　カーナビゲーションの将来を考えると、一つは多

くの通信手段を介して情報の中継基地になると考え

られる。期待される手段として、電波・光ビーコン、

ＦＭ多重放送、ＧＰＳやモバイル衛星放送、デジタル

放送、携帯電話（パケット通信）、緊急時通信、路

車間通信、車車間通信など既に実用化されているも

のもあるが期待される。一方ＩＴＳの開発でさまざま

な情報交換をドライバが扱うようになりその手段と

してカーナビゲーションが期待されている。

　Fig.9のごとく、ドライバと車、インフラと多く

の情報交換や操作が繰返されるが、この中核に位置

し介在するのに、カーナビゲーションは適当な装置

であるといえる。ディスプレイとして高精細でカラ

ー、動画表示が可能、スクリーンもタッチスイッチ

としてマルチファンクションに使えるからである。

　機能としてもカーナビゲーションだけでなく、車

両周辺安全画像表示、危険表示、通信表示とさまざ

まな表示が可能である。購入時、システムに慣れて

いない時に危険だからといって、全てダメにして得

られる多くのメリットを排除する、後ろ向きな状態

にはしたくない。そのため、自動車技術会ヒューマ

ンインタフェース分科会、システム・ヒューマンイ

ンタフェース分科会は各省庁、ＩＳＯ／ＴＣ２０４国内委

員会、日本自動車研究所、自動車走行電子技術協会、

技術研究組合走行支援道路システム開発機構、自動

車工業会、通産省生命工学工業技術研究所、各大学

の多くの機関、メンバーの協力を得て、ＩＴＳ機器の

情報提供マネジメントの研究１７～１９）、ＩＴＳ機器の習

熟性、ＨＭＩナショナルデータベースの構築、運転

行動分析法、ドライバの運転中の負荷の研究、車載

器と路上表示機との連携、警報装置のＩｎｔｅｇｒａｔｉｏｎ

等を提案している。カーナビゲーションだけでなく

将来の自動車とインフラのＩＴＳ化に向けて総合的な

使用性、安全性について一段と配慮していきたいと

考えている。
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